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新疆ウイグル自治区、ウルムチ・阿拉山口・伊寧・カシュガル 7 日間 
大陸横断鉄道中国最西端調査と少数民族との交流の旅のご案内 















3/22（火） 大阪→北京経由→ウルムチ  関西空港から北京経由ウルムチ着 
                      トマリスホテル泊 
3/23（水） ウルムチ          大バザールなど「暴動」の現場見学 
                    自治区主席訪問 食事会 泊 
3/24（木） ウルムチ→夜行列車で    新疆大学訪問 又は新疆財経大学 
      阿拉山口へ         夜行列車で阿拉山口へ、車中泊 
3/25（金） 阿拉山口→伊寧へ      阿拉山口税関調査 バス移動→伊寧へ 
                    伊寧城など見学  泊 
3/26（土） 飛行機でウルムチへ     飛行機伊寧→ウルムチ積水化学見学 
      その後ｶｼｭｶﾞﾙへ          午後：ｶｼｭｶﾞﾙへ  泊 
3/27（日） ｶｼｭｶﾞﾙ 疎附県 ウルムチ  疎附県見学 午後ウルムチへ 晩餐会 泊 
3/28（月） 帰国            帰国の途に 
 
予定しています旅行費用は、200,000 円（概算、2 人一室利用、1 人部屋追加料金 24,000 円）、ホテルは四つ
















・マスコミ情報 ： 昨年１０月２０日付けの朝日新聞は、中朝国境の   
吉林省図們市に「自由市場」ができ、「北朝鮮で仕入れ、免税売  
買」、「経済交流、より拡大」との記事をデカデカと掲げた。 















・実情 ： たしかに私は、丹東市ではすでに５年ほど前から、北朝鮮労働者が 
中国側に越境し、非合法で働いていることを確認していたが、図們市に北朝 
鮮労働者が来て、しかも「北朝鮮工業園」で合法的に働くという計画が進行 





・マスコミ情報 ： 最近、韓国発信で、羅津関連のニュースが多い。 





















































                                                                 以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
１．「中国を拒否できない日本」   ２．「日本人と中国人はなぜ水と油なのか」 
３．「中国最大の弱点、それは水だ！」   ４．「中国人観光客が飛んでくる！」   ５．「中国の恫喝に屈しない国」 
 
１．「中国を拒否できない日本」  関岡英之著  筑摩書房  １月１０日 





























２．「日本人と中国人はなぜ水と油なのか」  太田尚樹著  KK ベストセラーズ  １月２０日 

























３．「中国最大の弱点、それは水だ！」  浜田和幸著  角川マーケティング  １月２３日 






























４．「中国人観光客が飛んでくる！」  上田真弓＋池田浩一郎著  毎日コミュニケーションズ刊  １２月３１日発行 
帯の言葉 ： 「電気釜７個とキャベジンお買い上げ！ 行きたいところは温泉とメイド喫茶 






















５．「中国の恫喝に屈しない国」  西村眞悟著  ワック刊  １２月３０日発行 



































































③ 羊を 100 頭持つ家 
以上では「所得」を聞き損ねたが、やや関連した情報を牧畜「農家」に関わって得た。それは羊を飼って
いる彼らが成長した羊を売って得られる金額が一頭当たり 10000 ルピー=約 2 万円と聞いたからである。平
均的な場合、労働力一人当たり 100 頭育てるというから、これで 200 万円が入る。ただし、羊を成長させる





























TPP か日中韓 FTA か 
―日本の成長戦略の観点から― 
                              





リットをもたらす。また、経済成長率も TPP 圏は 3%程度、中国・韓国は 7～10%であり、市場成長率とい
う点から見ても、日中韓 FTA のほうが経済効果がはるかに大きい。 日本にとってのメリットだけではなく、




 昨年 11 月初めの横浜 APEC を契機に、いま TPP（Trans-Pacific Partnership 環太平洋経済連携協定）が
話題になっている。地域統合の一つである TPP は新しい日本の成長戦略の柱になりうるであろうか。 
 TPP は環太平洋に位置するブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポールの 4 か国が参加する自由貿
易協定であるが（2006 年発効）、2009 年 11 月に米国オバマ大統領が関与を表明して以来、広く関心を集め
た。現在、当初加盟国に加え、米国、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシアが参加を表明し、交渉を始めて
いる。カナダとコロンビアも参加の意向を明らかにしており、環太平洋一帯に広がりつつある。2011 年 11
月の米国主催 APEC までに交渉を妥結させる動きを見せている。 
 TPP は、例外品目のない、すべての品目について 100%自由化を実現する、自由化レベルの高い FTA であ
る（投資分野を除く）。農林水産物を含め原則として、すべての品目について即時、または 10 年以内に段階
的に関税を撤廃する。 
 表 1 に示すように、TPP の市場規模は参加予定 11 か国で 17.5 兆ドル（GDP 規模）である。米国の比重
が 8 割を占める。仮に日本が参加すると、日本と米国で 85%を占める。TPP は環太平洋連携とはいえ、実態
は日米 FTA に近い。 
 米国は、オバマ大統領が輸出倍増計画を打ち出し、自国経済の立て直し、雇用拡大のため輸出市場確保を
狙っている。なかんずく、2 国間 FTA では開放できなかった農産物市場へのアクセスを狙っているようだ。
TPP 加盟国となる米国、豪州、NZ は世界最強の農産物輸出国である。また、ASEAN など東アジア地域へ
の関与を強め、自陣営に取り込みたいとの政治的動機もあろう。 








性を秘めている（この点については、拙稿「TPP と日本農業の未来」『現代の理論』2011 年新春号参照）。  
  
 表 1 TPP（環太平洋経済連携協定）の経済規模（2009 年）   
 GDP（10 億ドル）  人口（万人） 
ブルネイ    11  40 
チリ   163 1,676 
ニュージーランド   117  439 
シンガポール   182  499 
加盟国  
 （小計）   473 2,654 
米国  14,119 30,715 
豪州   980 2,254 
ペルー   127 2,822 
ベトナム   97 8,579 
マレーシア   193 2,861 
カナダ  1,336 3,359 
コロンビア   230 4,445 
合計（11 か国）  17,555 57,689 
加盟予定国  













 また、仮に日本が TPP に参加したとしても、賃金の安い後発国のキャッチアップがある場合、関税障壁の
効果は限界がある。中国の低賃金は 2～3%程度の関税障壁を軽々と乗り越えるであろう。中国等のキャッチ
アップ、低コスト競争力を考えると、TPP の関税水準では域内産業の保護に対しては大きな効果はない。日
本が TPP に参加しても、関税障壁は日本の製造業を守ってくれる訳ではない。 
 実際、中国の台頭以後、地域統合の効果は小さくなっている。例えば表 2 に示すように、NAFTA の域内
貿易比率は低下してきた。域内からの輸入比率は、1990 年 35%、95 年 41%、00 年 43%と上昇したものの、
今世紀に入ると低下に転じ、09 年は 36%と、わずか 8 年でピーク比 7%ポイントの低下である。逆に、中国
からの輸入比率は 2000 年の 3.6%から、09 年には 14%に上昇した。中国の価格競争力が NAFTA の関税障
壁を乗り越えたのである。（この点については拙稿「中国の台頭がブロック経済を破壊する！」『自由思想』
第 121 号、参照）。 
 
表 2 NAFTA の域内貿易比率の低下（輸入ベース）（単位：％） 
 NAFTA 域内 EU 日本 東アジア （中国） 
2000 43.3 16.1 10.0 17.5 3.6 
2001 43.8 17.4 9.1 16.7 4.1 
2002 42.2 18.1 8.9 17.8 5.2 
2003 40.8 18.7 8.0 18.1 6.4 





2005 38.3 17.3 7.2 19.6 8.6 
2006 37.7 17.0 7.1 20.4 9.8 
2007 37.4 17.1 6.6 19.4 10.9 
2008 36.2 16.1 5.9 21.1 11.5 
2009 36.3 16.4 5.3 24.4 14.0 
（資料）JETRO「世界貿易マトリックス」各年。 
原データは IMF,Direction of Trade Statistics. 


























 日本政府は 2009 年夏の政権交代で、東アジア重視に変わった。東アジア諸国の高い経済成長に目をつけ、
日本の新しい成長戦略にはその成長活力を取り込むことが不可欠と考えたからに他ならない。この考え方は
今も有効である。表 4 に示したように、TPP 予定国（11 か国）の GDP は 17 兆ドル、これに対し日中韓の




表 3 日中韓の経済規模（2010 年） 
 GDP（10 億ドル） 人口（万人） 
日本  5,391 12,760 
韓国   986  4,830 
中国  5,745 134,580 
合計 12,122 152,170 
（注）人口は 2009 年。GDP（2010 年見込み）は IMF,World Economic Outlook（2010 年 10 月）の予測
よる。また、購買力平価換算 GDP は日中韓合計 16 兆ドル（うち中国 10 兆ドル）。 









表 4 TPP と日中韓 FTA の比較 
 GDP 規模 成長率 関税率 
TPP 圏（11 か国） 17 兆ドル 2~3% 2.5% 
日中韓 FTA 16 兆ドル（ppp 換算） 




 なお、一般に、発展途上国は関税が高い。中国、韓国は関税が高いので（中国 9%、韓国 6.6%、米国 2.5%）、
彼らと FTA を締結し関税を免除されると、日本のメリットは大きい。また、日中韓 FTA は日本にとってメ
リットが大きいだけではなく、中国、韓国の関税引き下げで「貿易創出効果」が出るので、世界全体の経済
的厚生（経済効率）を高めることになろう。 











文責：京都大学法学部 3 回生 栗林 史子 
 





























































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
